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平成１７年度普通交付税及び地方特例交付金決定額等について 

 

 

Ⅰ 普通交付税 

 

１．普通交付税決定額（全国） 

（単位：億円、％） 

区  分 平成１７年度 平成１６年度（当初算定） 対前年度伸率 

道 府 県 分 ９０，４９２ ９１，１６６ △ ０．７

市 町 村 分 ６８，３４６ ６７，５６３ １．２

合 計 １５８，８３８ １５８，７２９ ０．１

 

＜参考＞ 交付基準額                                      （単位：億円、％） 

区  分 平成１７年度 平成１６年度 対前年度伸率 

道 府 県 分 ９０，７９２ ９１，４７３ △ ０．７

市 町 村 分 ６８，６５４ ６７，８９５ １．１

合 計 １５９，４４６ １５９，３６８ ０．１

    ※財源不足団体ベース 

 

（注）交付基準額と普通交付税決定額との差は調整額である。 



２．本県分 

（１）交付決定額 

県    分     2,313億2,870万5千円 

市町村分     1,735億3,068万2千円 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ 36億1,551万8千円（1.6％）の増となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ 57億2,834万5千円（3.4％）の増となった。 

（市町村別決定額は別紙１のとおり） 

       なお、六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっている。 

（単位：千円、％） 

区 分 平成１７年度 平成１６年度（当初算定） 差引増減 伸率 

県 分 ２３１，３２８，７０５ ２２７，７１３，１８７ ３，６１５，５１８ １．６

市町村分 １７３，５３０，６８２ １６７，８０２，３３７ ５，７２８，３４５ ３．４

合 計 ４０４，８５９，３８７ ３９５，５１５，５２４ ９，３４３，８６３ ２．４

なお、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた額（交付団体ベース）は、県

分が2,561億1,686万5千円、市町村分が1,928億2,583万3千円で、前年度に比しそれぞれ1.5％（38

億4,864万8千円）、0.1％（1億7,903万5千円）の減となっている。 

 

  ＜参考＞ 交付基準額                                             （単位：千円、％） 

区 分 平成１７年度 平成１６年度 差引増減 伸率 

県 分 ２３１，８６３，２４２ ２２８，２６９，３４７ ３，５９３，８９５ １．６

市町村分 １７４，０１６，７７２ １６８，３１７，４６０ ５，６９９，３１２ ３．４

合 計 ４０５，８８０，０１４ ３９６，５８６，８０７ ９，２９３，２０７ ２．３

   ※財源不足団体ベース 

 

（注）交付基準額と普通交付税決定額との差は調整額である。 

 

 



Ⅱ 臨時財政対策債発行可能額 

 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、平成１６年度から平成１８年度の間、地方財政法第５条の特例債

として発行されるもの。（平成１３年度から平成１５年度までにおいても同様に発行。） 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

平成１７年度における臨時財政対策債発行可能額の算出方法は、発行可能額を算定するための［単

価］を設け、これに［各地方公共団体の人口］及び［経常経費に係るその他の諸費（人口）の補正係数

（経常態容補正、加算分及び他の費目の補正を一括適用している分に係るものを除く。）］を乗じて算

出。 

 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

                                                               （単位：億円、％） 

区  分 平成１７年度 平成１６年度 対前年度伸率 

都道府県分 １６，１１６ ２０，９５３ △ ２３．１

市 町 村 分 １６，１２１ ２０，９５３ △ ２３．１

合 計 ３２，２３６ ４１，９０６ △ ２３．１

※端数処理の結果、単純合計と合計欄の数値とは一致しない箇所がある。 

不交付団体を含む。  

 

４．本県分 

県   分   247 億 8,816 万円 

市町村分   195 億 1,925 万 3 千円（市町村別発行可能額は別紙２のとおり） 

                                                            （単位：千円、％） 

区 分 平成１７年度 平成１６年度 差引増減 伸率 

県 分 ２４，７８８，１６０ ３２，２５２，３２６ △ ７，４６４，１６６ △ ２３．１

市町村分 １９，５１９，２５３ ２５，４９１，２４５ △ ５，９７１，９９２ △ ２３．４

合 計 ４４，３０７，４１３ ５７，７４３，５７１ △ １３，４３６，１５８ △ ２３．３

※不交付団体を含む。 



Ⅲ 地方特例交付金 

 

１．地方特例交付金の概要 

【減税補てん特例交付金】（都道府県及び市町村） 

平成１１年度から実施されている恒久的な減税に伴う地方税の減収の一部を補てんするため、地

方税の代替的性格を有する財源として交付するもの。 

【税源移譲予定特例交付金】（都道府県） 

平成１６年度の教職員退職手当等の暫定的な一般財源化に伴う地方公共団体の減収額の補てん

分（平成１６年度分）及び平成１７年度の義務教育費国庫負担金の暫定的な減額に伴う地方公共団

体の減収額の補てん分（平成１７年度分）を交付するもの。 

 

上記交付金は、いずれも普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全団体が交付対象となっている。 

 

２．交付額の算定方法 

【減税補てん特例交付金】 

都道府県分にあっては、道府県民税所得割、法人税割及び法人事業税の減収見込額の概ね４分

の３に相当する額から、たばこ税の増収見込額及び法人事業税の減収見込額（普通交付税交付見込

団体のみ）を控除した額。 

市町村分にあっては、市町村民税所得割及び法人税割の減収見込額の４分の３に相当する額か

ら、たばこ税の増収見込額を控除した額。 

【税源移譲予定特例交付金】 

○平成１６年度分 

都道府県の人口（最近の国勢調査人口）により総額を按分した額。なお、財政力指数が一を超える

都道府県については、国庫負担額の最高限度の算定内容を勘案して人口を補正している。 

○平成１７年度分 

教職員給与費（各都道府県ごとの教職員平均給与に標準法定数を乗じたもの）により総額を按分

した額。 

 



３．地方特例交付金交付決定額（全国） 

                                                                   （単位：億円、％） 

区  分 平成１７年度 平成１６年度 対前年度伸率 

都道府県分 

うち減税補てん特例交付金 

うち税源移譲予定特例交付金 

８，７２６

２，４３４

６，２９２

４，６４１

２，３３２

２，３０９

８８．０

４．４

１７２．５

市 町 村 分 

（減税補てん特例交付金） 
６，４５４ ６，４０７ ０．７

合     計 

うち減税補てん特例交付金 

うち税源移譲予定特例交付金 

１５，１８０

８，８８８

６，２９２

１１，０４８

８，７３９

２，３０９

３７．４

１．７

１７２．５

 

４．本県分 

県   分   92 億 8,569 万 7 千円 

市町村分   41 億 1,089 万 1 千円 （市町村別決定額は別紙３のとおり） 

（単位：千円、％） 

区  分 平成１７年度 平成１６年度 対前年度伸率 

県     分 

うち減税補てん特例交付金 

うち税源移譲予定特例交付金 

９，２８５，６９７

８５２，６９６

８，４３３，００１

３，８３４，０１３

９８４，８３８

２，８４９，１７５

１４２．２

△ １３．４

１９６．０

市 町 村 分 

（減税補てん特例交付金） 
４，１１０，８９１ ４，３２３，７６４ △ ４．９

合     計 

うち減税補てん特例交付金 

うち税源移譲予定特例交付金 

１３，３９６，５８８

４，９６３，５８７

８，４３３，００１

８，１５７，７７７

５，３０８，６０２

２，８４９，１７５

６４．２

△ ６．５

１９６．０

 


